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H9（1997）地対財特法  
※15事業に限り再度5年間の延長 

※H14（2002）3月 失効。 

H6（1994）12月 

国連総会にて、 

「人権教育のための国連 10

年」決議採択 

※H7（1995）～H16（2004）の 10年間 

H9（1997） 3月 

「人権擁護施策推進法」施行  
※5年間の時限立法 
※「人権擁護推進審議会」設置 

H9（1997）7月  

「人権教育のための国連 10

年」に関する国内行動計画策定 
※計画の実施にあたっては、「人
権擁護推進審議会」における検
討結果を反映させる。 

H13（2001） 5月 

「人権救済に関する答申」 

H14（2002） 3月 

「人権教育・啓発に関する基本計画」 
※国・地方公共団体及び国民の責務を明らかに
し、人権教育・啓発の施策の推進 

※人権全般についての取組みのほかに具体的
な人権課題を提起（人権13課題） 

人権擁護法案 

H15（2003） 10月 衆議院解散に伴い廃案 

H9（1997）10月 

「長野県人権教育のための 

国連10年推進本部」設置 

※H18年度活動終了 

H11（1999） 3月 

「人権教育のための国連 10

年長野県行動計画」策定 

※人権を尊重し、差別のない明

るい長野県づくり」を目標。 

※H16（2004）目標年次 

H11（1999） 5月 

「人権啓発推進委員会」設置 

※国連 10 県行動計画に関する
提言等 

H15（2003） 4月 

「長野県人権教育・啓発推進

指針」策定② 

 

H17（2005） 10月 

「人間尊重推進委員会」設置 

※①②に基づく人権教育及び人
権啓発の施策に関すること等
についての提言 

H19（2007） 7月 

「長野県人権政策審議会」設

置 

※人権政策に関する重要事項の
調査・審議 

H21（2009） 3月 

「長野県人権政策推進に係る

基本方針」について答申 

※「同和問題」と「外国人人権問
題」を長野県で特筆する人権
課題と位置づけ 

H22（2010） 2月 「長野県人権政策基本方針」 策定 

S51（1976） 9月 

「部落解放都市宣言」 
 

H11（1999） 3月 

「松本市部落差別を始めとするあらゆる  

差別撤廃と人権擁護に関する条例」 

※松本市同和対策審議会条例廃止 

H11（1999） 3月 

「松本市差別撤廃人権擁護審議会」設置 

H14（2002） 12月 

「今後の人権施策のあり方について」答申 

※さまざまな人権問題を総合的に推進する人権
教育・啓発の一層の充実 

H14（2002） 6月 

「人権問題に関する意識調査」実施 

R3（2021） 8月 

「松本市第11次基本計画」策定 

※基本施策3-5  多様な人権・平和の尊重 

R3（2021） 11月 

「男女共同参画・人権に関する意識調査」実施 

S44（1969）  

「同和対策事業特別措置法」制定 
 同和地区での生活環境の改善 社会福祉の増進 

職業の安定 教育の充実などの措置を総合的に実施 

S40（1965）  

「同和対策審議会」答申 
※同和問題は深刻な人権問題であるとし、その早急
な解決は国の責務であり、同時に国民的な課題で
ある、ということを初めて明確化。 

 

H8（1996） 5月 

「地域改善対策協議会」意見具申 
※同和問題の早期解決に向けた今後の方策の基本的なあり
方について」 
・同和問題に対する取り組みを、基本的に特別の対策から一般対
策に移行。 

・これまでの対策を人権教育・人権啓発へと発展的に再構築。 

S57（1982）  

「地域改善対策特別措置法」（地対法）制定 
※5年間の時限立法 

※総理府に地域改善対策協議会(地対協)設置（H9.4月廃止） 

S62（1987）  

「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置
に関する法律」（地対財特法）制定 
※5年間の時限立法 → H4（1992）5年間の延長 

H11（1999） 7月 

「教育及び啓発に関する答申」 
※「人権」とは人々の生存と自由を確保し、 

それぞれが「幸福を追求する権利であると規定。 

※そして、「人権の共存」を強く打ち出す。 

H12（2000） 12月 

「人権教育・啓発推進法」施行① 
※国・地方公共団体及び国民の責務を明らかに
し、人権教育・啓発の施策の推進 

S23（1948） 

「世界人権宣言」採択。（国連総会） 

※すべての人間は生まれながらにし
て自由であり、且つ尊厳と権利につ
いて平等である。 

H7（1995）12月 

「人権教育のための国連 10 年

推進本部」設置 

※H18年度活動終了 

長野県部落解放審議会廃止 

H15（2003） 9月 

「松本市人権施策推進方針」策定 

※基本目標－差別のない明るい社会を実現 

R2（2020） 7月 「人権に関する県民意識調査」 実施 

人権侵害救済法案、人権救済機関設置法案 

H17（2005） 審議未了で廃案 

基本理念をふまえ、策定 

人権侵害救済法案、人権救済機関設置法案 

H24 （2015） 11月 衆議院解散に伴い廃案 

部落差別の解消の推進に関する法律 

H28 （2016） 12月 公布・施行 

H20（2008） ～初年度 

「長野県中期総合計画」 

※「人権が尊重される社会づく
り」を主要施策として位置付け 
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